
































































































































































































































































































50歳や 60歳の者は 70歳や 80歳になり経済
能力も身体機能も低下し、とても余裕を持っ
て自力生活を行える状況とはなっていない。
高度経済成長期で、20歳代や 30歳代の成長
期であれば、20年間で資産を回復すること
も可能であったかもしれない。「みなし公営
住宅」の運用方法は、20年間の社会経済の
状況や居住者の年齢を考慮していない、とし
か考えられない。2017年 3月に福島県の避
難区域外の自主避難者への住居の無償提供が
打ち切られる予定になっているが、その判断
にも時間の経過とともに経済状況も身体状況
も改善するという同じ「住居の捉え方」が影
響を与えていることは否めない。
　被災者の生活を再建するために定められた
「被災者生活再建支援法」は阪神淡路大震災
後に制定された。激甚災害で住宅など生活基
盤に大きな損失を被った人々の生活を再建す
るために最大 300万円までの支援金が支給さ
れる。現下の住宅価格と平均世帯収入を勘案
すれば、とても住宅を再建するに十分な金銭
的な支援とはいえない。わずかな支援金額
は、住居は個人の就労の成果であり個人資産
であるから、支援金もスプリングボードにし
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態」と捉えている。しかしながら、そのこと
が直接、「ホームレス施策」には繋がらない。
「ホームレス生活者」が施策対象になるには
申請者が「適格性」と「優先需要」を満たし
ていると自治体が判断できる審査材料が必要
である。施策実施段階でのふるいが存在す
る。政権政党の姿勢や自治体の資源によって
支援されるホームレス生活者の範囲に違いが
生じる。ある意味、施策に弾力性があるのだ
が、定義した「ホームレス生活者」の一部に
しか施策が届かない。
　しかしながら、イギリスでのホームレス政
策論議は、限定的なホームレス生活者への居
所の提供から BB（ベッド・アンド・ブレッ
クファースト）の居住環境改善を経て居住政
策全般へと広がった。さらにホームレス生活
者の支援で適切な居住を実現するという効果
を上げることは困難であり、ホームレス状態
に陥らないように予防施策を展開するほう
が、効果的であるという認識に達した。広義
な「ホームレス状態」の定義が、より広い議
論の喚起を可能にさせている。
　施策対象の定義が狭い日本では、施策対象
者の人数など目に見える問題だけが議論の対
象になり、社会全体のコストを考えるという
思考に至らない。狭い定義の中に入ってきた
ら対処する、とりあえず見えるホームレスを
なくす、直接費用が安ければ良い、と言う姿
勢に終始し、ホームレス状態に至る可能性の
ある周辺問題を含めて、本質的な対策の議論
に至らない。その結果、ホームレス問題から
「居住問題」「居住政策」の議論が起こらな
い。
４．住居は人権
　これまで見てきたように、現在の日本社会
では「住居を人権として捉える」状況は少な
い。しかしながら、世界を見渡せば「居住の
権利」を議論しているし、国内でも憲法や法
律に「居住の権利」を実現する方向性は見出
３．ホームレスの定義
　ホームレスの定義は、施策対象を限定する
とともに、ホームレス問題の展開や予防を規
定する。
　日本のホームレスは「ホームレスの自立の
支援等に関する特別措置法」（2002）第 2条
で「都市公園、河川、道路、駅舎その他の施
設を故なく起居の場所とし、日常生活を営ん
でいる者」と定義されている。この定義に従
えば定まった起居の場所を持たない者は
「ホームレス」ではない。定まった場所で起
居していても「都市公園、河川、道路、駅舎
その他の施設」でなければ、「ホームレス」
ではない。日本のホームレスの定義は極めて
限定的で、一般大衆が容易に認知できる範囲
を対象としている。
　この定義の限定性は、流動的な生活状態の
ホームレスや不安定な居住状態である「ネッ
トカフェ難民」「脱法ハウス居住者」「無料低
額宿泊所居住者」「簡易宿泊所利用者」など
の人々を施策対象から排除し、「ホームレス
問題」の本格的な解決を遠ざけている。
　また定義が施策を規定するとともに、施策
資源が定義を規定しているとも言える。例え
ば、愛知県では県庁所在地の名古屋市にはか
つてホームレス施策としてシェルター、自立
支援センターがあり、生活保護施策としての
施設もあった。これらの資源は需要に比べ決
して十分とはいえないが、愛知県下の他の市
町村と比較すれば豊富なホームレス支援資源
を意味していた。大都市以外で新たにホーム
レス施策をどのように展開するのか、展開で
きる可能性があるのか、を顧慮し、最小限の
施策実施の決定が、法第 2条の定義になった
と考えられる。この定義からは「居住問題」
に関わる施策を関連付けられず、「居住政策」
の議論に発展させることが困難である。
　イギリスでの「ホームレス」定義は広義で
ある。不安定な居住状態を「ホームレス状
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実現するには、当人にふさわしい暮らしが可
能な住居が必要である。そしてそれを探すた
めに 22条で「居住の自由」が定められてい
る。これは正に「孟母遷三の教え」を示して
いると言えよう。
　「居住の権利」を具体的に実現するため、
「住生活基本法」（2006）が制定されている。
「住生活基本法」は、理念を定めるとともに
適切な住生活を実現するための政府や自治
体、住宅関連事業者の責務を明らかにしてい
る。第 3条で「住生活の基盤となる良質な住
居の供給等」を対象としていることが示され
ている。残念ながら日本にはイギリスのよう
に「居住」そのものを対象としている法律は
ない。
おわりに
　本稿では、日本でホームレス政策から居住
問題ないし居住政策に議論が発展しない問題
を取り上げてきた。その背景にはホームレス
状態になる原因、社会経済環境、住居の捉え
方などが関わることを述べてきた。とはい
え、住居を失った状況がホームレス状態の最
大の特徴であることに変わりはない。世界に
目を向けると「居住の権利」を実現する様々
な運動があり、宣言や規約を定めて、その実
現に努めている。国内でも日本国憲法をはじ
めとして「居住」を基盤に「健康で文化的な
暮らし」を追求する権利が保障されている。
　我々、一人ひとりが固有の幸せを実現する
「居住の権利」を有していることを認識し、
適切な生活基盤を実現するために努力しなけ
ればならない。
注）
※岡本祥浩『居住福祉と生活資本の構築』ミネル
ヴァ書房、2007、p.35-36。
せる。
　「世界人権宣言」（1948）第 25条 1項で
「すべて人は、衣食住、医療及び必要な社会
的施設等により、自己及び家族の健康及び福
祉に十分な生活水準を保持する権利並びに失
業、疾病、心身障害、配偶者の死亡、老齢そ
の他不可抗力による生活不能の場合は、保障
を受ける権利を有する」と、居住に関して言
及している。
　「国際人権規約」の「経済的、社会的及び
文化的権利に関する国際規約」（1979年批准）
第 11条第 1項で「この規約の締約国は、自
己及びその家族のための相当な食糧、衣類及
び住居を内容とする相当な生活水準について
の並びに生活条件の不断の改善についてのす
べての者の権利を認める。締約国は、この権
利の実現を確保するために適当な措置をと
り、このためには、自由な合意に基づく国際
協力が極めて重要であることを認める」と、
居住の権利に言及している。
　1976年、バンクーバーで人間居住会議が
開かれた。人間の居住状態がどうなっている
のか、それを明らかにしたいというのが第一
回「人間居住会議」（ハビタット）であった。
第二回は 1996年にイスタンブールで開かれ
た。全ての人が適切な居住環境で暮らす権利
を持つと言う「居住の権利」が認められた。
2016年はエクアドルのキトで開催され、新
たな「都市戦略」が採択された。
　国内では「日本国憲法」（1946）の 25条 1
項「すべて国民は、健康で文化的な最低限度
の生活を営む権利を有する」は良く知られて
いる。13条「すべて国民は、個人として尊
重される。生命、自由及び幸福追求に対する
国民の権利」も適切な居住を実現する権利で
あると考えられる。22条 1項「何人も、公
共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職
業選択の自由を有する」とされている。「健
康で文化的な制定限度の生活」の基盤は住居
である。「幸福」は、当人にふさわしい暮ら
しが実現できて初めて可能である。13条を
